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報告書作成要領の分野別実証試験要領への反映について（案） 

 
実証試験結果報告書については、客観性・第三者性を確保しながらも、広報媒体としての有効

性・妥当性を高めるため、平成 24～25 年度に実証試験結果検証小委員会を設置し、「内規的な資

料」として実証試験結果報告書の作成要領（→資料３-１-２参照）とそのチェックリストを活用

した、試行運用を行うことにより改善を図ってきた。 
平成 26 年度は、試行運用の最終年度として、平成 25 年度の検証作業の中で抽出された課題に

対応しながら、各技術分野が平成 27 年度以降、実証試験結果報告書の有効性・妥当性・適切性

を“自律的に”確保できるプロセスの確立を図ることを目標としているが、次年度以降このプロ

セスを確立する上で、本作成要領をどのように位置づけるか（根拠資料としての“強さ”をどの

程度確保するか）が未定となっている。 
この対応としては、下表に示す３案が考えられる。事務局案としては、最もメリットが大きい

と考えられる「２．技術分野ごとに内容を吟味して実証試験要領に盛り込む」を採用することと

してはどうか。この場合、「実証試験要領上での記載が統一されにくい」とのデメリットをカバー

するため、ＶＯＣ等分野における先行的な対応例（別添参照）のように、作成要領全体を要約の

上、全分野の実証試験要領に統一的に盛り込む、という方法が一案と考えられる。 
過去３年間の試行運用の成果を次年度以降も“確実に”つなげていくには、上記については「平

成 27 年度実証試験要領」の段階で対応することが重要と考えられるため、今回運営委員会にお

いて一定の結論（＝各技術分野の技術実証検討会に提案できるレベル）を得ることとしたい。 
 

表 本作成要領の位置づけに関する選択肢と各々の得失（案） 

作成要領の位置づけ（案） メリット デメリット 備考 
１．過年度と同様に内規

的に扱う 
・作成要領の運用に柔軟性を持

たせることができる。 
・作成要領はどちらかと言えば

内部向けの性格の資料であ

り、実証試験要領に記載する

にはふさわしくない、との意

見もある。 

・実証試験要領との整合性が確

保されにくい。 
・平成 27 年度以降、実証試験

結果報告書の有効性・妥当

性・適切性を確保していく上

で、根拠資料としての位置づ

けが弱い。 

 

２．技術分野ごとに内容

を吟味して実証試験要領

に盛り込む 

・実証試験結果報告書の有効

性・妥当性・適切性を確保し

ていく上で、根拠資料として

の位置づけは比較的強い。 
・各分野の特性を踏まえた作成

要領の運用が可能となる。 
・実証試験結果報告書の記載事

項が一元的に実証試験要領

で規定されるため、わかりや

すい。 

・実証試験要領上での記載が統

一されにくい。 
ＶＯＣ等分野の例

（別添参照）のよ

うに、作成要領全

体を要約の上、実

証試験要領に組み

込むことができな

いか。 

３．事業実施要領に盛り

込む 
・実証試験結果報告書の有効

性・妥当性・適切性を確保し

ていく上で、根拠資料として

の位置づけは最も強い。 
・実証試験要領との整合性は、

比較的確保しやすい。 

・作成要領の運用に各分野の特

性が反映されにくい。 
・実証試験結果報告書の記載事

項が、事業実施要領と実証試

験要領に分かれて規定され

ることになり、読み手にとっ

て理解しにくい。 
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 別添  

ＶＯＣ等分野実証試験要領における本作成要領の反映状況 
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